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知 事 提 案 説 明 要 旨 

（追加分（決算） ９ 月２ ７ 日） 

                                          令和３年９月県議会定例会 

 

ただいま提案いたしました議案のご説明に先立ち、２点ご報告を申し

上げます。 

 まず、宮崎市内海
うちうみ

における土砂災害についてであります。 

９月１６日、台風第１４号の影響による局地的豪雨により、宮崎市

内海
うちうみ

において土砂災害が発生し、現在、国道２２０号は内海
うちうみ

から小内海
こうちうみ

間が全面通行止め、ＪＲ日南線は青島から志布志間が運転見合わせと

なっております。被害に遭われました地域の皆様に、心よりお見舞い申

し上げます。 

９月２３日、中野議長とともに現場を視察したところ、水分を含んだ

大量の土砂が山腹斜面から崩落して海辺の家屋まで流入しており、不安

定な状態で止まっております。復旧工事にあたる国土交通省九州地方整

備局宮崎河川国道事務所では、慎重に作業を進める必要があると判断し

ており、現時点で復旧時期の目処が立っておりません。 

国道２２０号とＪＲ日南線は、宮崎市と日南市、串間市を結び、通勤

や通学、通院等で利用されるなど地域住民の生活に必要不可欠な交通イ

ンフラであり、住民生活や地域経済に甚大な影響が生じております。当

面の対応として、本日より、ＪＲ九州が代替交通手段としてバス輸送を

開始し、宮崎交通により臨時バスが運行されることとなっており、深く

感謝申し上げます。 

県としては、一日も早く利用者の不安や負担が解消されるよう、地元
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自治体と連携しながら、国道２２０号の早期復旧及びＪＲ日南線の全線

復旧について、国やＪＲ九州等に強く要望してまいります。 

 

次に、本県の新型コロナウイルス感染症対策の状況についてでありま

す。 

 本県の感染状況につきましては、直近の１日当たりの新規感染者は減

少傾向となっており、また、病床使用率が低下するなど、医療提供体制

への負荷も軽減されつつあります。これも県民の皆様や県内事業者の皆

様の感染防止対策に対するご理解とご協力のおかげであり、改めて深く

感謝申し上げます。 

 ９月末まで本県に適用されている「まん延防止等重点措置」につきま

しては、期限をもって解除すべき状況にあるものと判断し、その旨を

内々に国に伝えているところであり、明日にも国の方針が示される見通

しとなっております。また、県独自の「緊急事態宣言」（レベル４）に

ついても今月末までとし、警報レベルの引下げを検討しております。 

これらの取扱いを含めた今後の対応につきましては、国の示す方針を

踏まえ、専門家や市町村長との意見交換等を行った上で決定し、早急に

具体的な方針をお示ししてまいります。引き続き、県議会をはじめ、県

民の皆様の一層のご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し上げま

す。 

 

 それでは、提案しました議案の概要について、ご説明いたします。 

 まず、議案第２７号 令和２年度宮崎県歳入歳出決算の認定について

であります。 

 これは、令和２年度の一般会計と１５の特別会計の決算について、地
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方自治法の規定に基づき、議会の認定に付するものであります。 

 

 このうち、一般会計歳入歳出決算の概要についてご説明申し上げま

す。 

 決算の結果は、 歳入 ７，０３８億９，９６４万９千円 

         歳出 ６，８６６億４，９４８万５千円 

となっており、翌年度への繰越事業に充当する財源を差し引いた実質収

支は、１０３億８，５４７万円となっております。 

 

 令和２年度の財政運営につきましては、新型コロナ対策として、医療

提供体制の確保や県民生活を維持するための対策など、国の交付金を活

用しながら機動的に対応したところでありますが、今後も新型コロナの

影響が続くものと見込まれます。 

 また、年々増加する社会保障関係費に加えまして、防災・減災対策や

公共施設等の老朽化対策、国民スポーツ大会開催に係る経費等に多額の

財政負担が見込まれております。 

 このような財政状況におきましても、人口減少問題や地域経済の活性

化など、本県の抱える課題に的確に対応しつつ、将来を見据えた施策を

積極的に推進していくためには、引き続き、財政改革の取組を進め、健

全な財政運営を行っていく必要があると考えております。 

 

 次に、議案第２８号から第３１号までは、令和２年度の電気事業会

計、工業用水道事業会計、地域振興事業会計及び県立病院事業会計につ

きまして、地方公営企業法の規定に基づき、決算について議会の認定に

付するものなどであります。 
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 このほか、報告が２件ございますが、令和２年度決算に基づく健全化

判断比率及び資金不足比率につきまして、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律の規定に基づき、また、令和２年度宮崎県公営企業会計

（工業用水道事業）継続費精算報告書につきまして、地方公営企業法施

行令の規定に基づき、それぞれ議会にご報告するものであります。 

 

以上、追加提案しました議案の概要についてご説明いたしました。 

よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

 


